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1.  平成23年3月期の業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、希薄化効果を有しないため記載しておりません。 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 17,210 9.3 8,029 24.6 8,884 16.9 4,801 10.5
22年3月期 15,748 △3.2 6,441 41.3 7,597 43.2 4,343 66.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 254.87 ― 7.4 12.0 46.7
22年3月期 230.54 ― 7.1 10.9 40.9

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 76,030 66,467 87.4 3,528.29
22年3月期 72,728 62,946 86.6 3,341.36

（参考） 自己資本   23年3月期  66,467百万円 22年3月期  62,946百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 5,849 △3,463 △1,507 32,658
22年3月期 6,120 △2,653 △1,520 31,791

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 40.00 ― 40.00 80.00 1,507 34.7 2.4
23年3月期 ― 40.00 ― 40.00 80.00 1,507 31.4 2.3
24年3月期(予想) ― 40.00 ― 40.00 80.00 28.4

3.  平成24年3月期の業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 7,600 △4.9 3,000 △7.7 3,800 8.3 2,260 13.7 119.96
通期 16,800 △2.4 7,400 △7.8 9,000 1.3 5,300 10.4 281.33



4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 20,176,000 株 22年3月期 20,176,000 株
② 期末自己株式数 23年3月期 1,337,491 株 22年3月期 1,337,424 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 18,838,549 株 22年3月期 18,839,067 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表に対する監査手続きが実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
業績予想につきましては、当社が現時点で入手可能な情報による判断、仮定および確信に基づくものであり、実際の業績は、今後経済情勢、事業運営に 
おける様々な状況変化によって、予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は添付資料３ページをご参照ください。 
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(1）経営成績に関する分析 

当期における我が国経済は、企業業績に改善の兆しがみられたものの、円高の進行や株価の低迷など金融市場にお

ける先行きの不透明感は払拭できず、さらに平成23年３月11日に発生した東日本大震災による経済への影響も大きい

ことから、企業を取り巻く環境は一段と厳しい状況となっております。なお、東日本大震災に被災された皆様方に

は、心からお見舞い申し上げます。当社におきましても仙台営業所が被災いたしましたが、幸い被災は軽微で、当社

の業績にはほとんど影響はありませんでした。 

こうした経済情勢の中で、当社の属する情報サービス産業においても経営環境は依然厳しい状況が続いておりま

す。企業はＩＴ（情報技術）投資に対して引き続き慎重な姿勢をとっており、単に定型的な業務の効率化を実現する

ものではなく、経営課題の解決を目的として導入されることが多くなってきております。そして、情報システム自体

が業務推進のインフラとして機能することが期待されております。 

このような状況の中で当社は、「顧客第一主義」の徹底を念頭に置き、企業の経営課題解決に繋がるシステム提案

やサポート提案を積極的に行ってまいりました。中小企業向けのインターネット技術との融合を図った「奉行ｉシリ

ーズ」、成長・中堅企業向けＥＲＰパッケージ「奉行Ｖ ＥＲＰシリーズ」、ＩＦＲＳ導入を検討されるグループ企

業向け製品「奉行Ｖ ＥＲＰ Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅ Ｇｒｏｕｐ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ－Ｅｄｉｔｉｏｎ」など製品

群を充実させ幅広い層の企業を対象にした営業活動を展開してまいりました。また、各種セミナーや相談会、ユーザ

ー向けサポート総合サイト「ＯＢＣ Ｎｅｔサービス」を通じて、既存ユーザーへの情報発信等導入後のサポート体

制の強化にも力を入れてまいりました。先般の東日本大震災で被災されたユーザー企業へは、特別支援として破損・

紛失した製品部材の無償代替品提供を実施しております。 

 以上の結果、売上高172億10百万円（前期比9.3％増）、営業利益80億29百万円（同24.6％増）、経常利益88億84百

万円（同16.9％増）、当期純利益48億１百万円（同10.5％増）となりました。  

 なお、売上高が前期比9.3％増加した主な要因は、プロダクトのソリューションテクノロジー売上が増加したこと

によるものであります。営業利益の同24.6％増加した主な要因も、売上高の増加によるものと販売費及び一般管理費

等の減少によるものであります。また、経常利益の同16.9％増加、当期純利益の同10.5％増加した主な要因につきま

しても、売上高の増加が寄与しております。 

 当期の品目別の売上状況は次のとおりです。  

 （ソリューションテクノロジー及び関連製品） 

 当期のプロダクト（ソリューションテクノロジー及び関連製品）の売上高は前期比16.5％増加し、97億11百万円と

なり売上高構成比56.4％となりました。 

 製品の中で、「奉行ｉシリーズ」や「奉行Ｖ ＥＲＰ」等の売上高が増加した結果、ソリューションテクノロジー

売上高は62億78百万円（前期比29.4％増）で増収となりました。また関連製品に関しては、カスタマイズ売上等の減

少により、関連製品売上高は34億円33百万円（前期比1.4％減）で減収となりました。 

 （サービス） 

  当期におけるサービスの売上高は、前期比1.2％増加し、74億円98百万円となり、売上高構成比43.6％となりまし

た。 

 当期においては、サポート＆サービスの品質向上、具体的には担当する社員教育の徹底を図り、トータルサポート

＆サービスを再認識し、継続した品質の改善および向上に努め、さらに税制改正等の即時対応をはじめとする保守契

約向上に努めました。 

 売上高前年同期比較                                （単位：百万円・％） 

１．経営成績

  

前事業年度 

（自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日）  

前年同期比較 

売上高 構成比 売上高 構成比 増減額 同期比 

 プロダクト  8,334  52.9  9,711  56.4  1,376  16.5

  ソリューションテクノロジー  4,851  30.8  6,278  36.5  1,426  29.4

  関連製品  3,483  22.1  3,433  19.9  △49  △1.4

  サービス  7,413  47.1  7,498  43.6  85  1.2

合 計  15,748  100.0  17,210  100.0  1,462  9.3
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  次期の見通しは次のとおりです。 

 今後の我が国経済は、先般の東日本大震災による被災からの復興状況、関東地方における電力供給の状況など不確

定な要素が多く、また、これらが国内経済に及ぼす影響は非常に大きいと推測され、先行は不透明な状況にありま

す。 

当社が属する情報サービス産業においても、一時は、一部の企業において受注状況が好転するなど回復基調を示し

ていましたが、震災の影響は少なからずあるものと推測します。 

しかしながら内部統制やＩＦＲＳ対応など企業における潜在ニーズは存在し、そのニーズに的確に対応するシステ

ム及びその提案力が一段と求められています。 

このような状況の中で、当社は「顧客第一主義」を念頭に置き、営業活動における提案力及びサポート力を強化す

べく社員教育を徹底し、特に当社のメインターゲットである中堅・中小企業に対して、主要製品である「奉行ｉシリ

ーズ」及び「奉行Ｖ ＥＲＰシリーズ」の拡販に努めてまいります。顧客企業との対話を通してニーズをとらえ、企

業規模・業務に応じた適正な製品の提案を行っていくことで新規顧客の獲得を目指します。 

  以上により、次期の見通しといたしましては、プロダクトソリューションテクノロジー及び関連製品の売上高は91

億50百万円、サービス売上高で76億50百万円を予定し、売上高168億円、営業利益74億円、経常利益は90億円、当期

純利益53億円を計画しております。  

(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当事業年度末の資産につきましては、前事業年度末に比べ33億２百万円増加しました。これは主に流動資産が12億

11百万円増加、投資その他の資産が21億10百万円増加したこと等によるものであります。 

  負債につきましては、前事業年度末に比べ２億19百万円減少しました。これは主に流動負債が３億55百万円減少し

たこと等によるものであります。 

  純資産につきましては、前事業年度末に比べ35億21百万円増加しました。これは主に別途積立金が30億円増加した

こと等によるものであります。なお、自己資本比率が87.4％となりました。 

② キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前当期純利益額82億44百万円（前期比

11.7%増）等により、前期末に比べ８億66百万円増加し、当期末には、326億58百万円(同2.7％増）となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、58億49百万円（同２億70百万円減）となりました。 

 これは主に、税引前当期純利益の計上額82億44百万円、法人税等の支払額41億74百万円等によるものであります。

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、34億63百万円（同８億10百万円増）となりました。 

 これは主に、投資有価証券の取得による支出109億43百万円、有価証券の取得による支出32億円、有価証券の売却

による収入30億94百万円、投資有価証券の売却等による収入72億55百万円等によるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、15億７百万円（同12百万円減）となりました。 

 これは主に、配当金の支払額15億７百万円等によるものであります。 
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注２）キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注３）有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま 

    す。 

 (3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社の配当政策は、第一に株主に対する長期に安定した利益還元を維持することであります。一方で当業界は成長

産業であり、利益還元を維持するには、今後の研究開発活動並びに開発環境（先進ＩＴテクノロジーの基礎環境）の

整備、営業戦力の強化などが必要不可欠であります。よって企業体質をより強固なものとし、安定的な利益を確保す

るための内部留保を充実し、実績に裏付けされた成果の配分を行うことを基本方針としております。 

 内部留保資金については、財務体質強化、事業開発、プロフェッショナル人材の育成、中長期的視点に立った先進

技術等の研究開発及び生産力並びに品質力向上等に有効投資してまいりたいと考えております。今後も１株当たりの

利益水準を高めるべく収益力の向上に努め、その収益力を基準に総合的な判断により成果の配分を行いたいと考えて

おります。  

 当期末の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり40円とすることを予定しております。これにより、中

間配当金40円と合わせて当期の年間配当金は１株当たり80円となります。また、次期の配当金については、１株当た

り80円（中間40円、期末40円）を予定しております。 

 なお、現在の自己株式数は、1,337,491株であります。 

(4）事業等のリスク 

 （Microsoftプラットフォームにフォーカス） 

 当社のコアテクノロジーは、Microsoftプラットフォームにフォーカスした製品開発を行っております。開発環境

には「.NET Framework」を採用しており、開発言語には「Microsoft Visual Ｃ＃」を採用、この言語は、コンポー

ネント化による開発生産性の向上、Ｗｅｂとの親和性の向上、提供アセンブリのセキュリティ強化を実現しておりま

す。またデーターベースエンジンには「SQL Server 2008」と「SQL Server 2005」を採用し、可用性などの向上を実

現しております。最後にＯＳ（※）には「Windows Server 2008 R2」「Windows 7」に対応し、64ビット環境にも対

応しております。 

 今後も、当社は、ソリューションテクノロジーのディベロップメントツールとして、Microsoftプラットフォーム

にフォーカスした製品群をリリースする計画であります。しかしながら、Microsoftプロダクトのライフサイクルが

遅延した場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

（※）「ＯＳ」とは、キーボード入力や画面出力といった入出力機能やディスクやメモリの管理など、多くのアプ

リケーションから共通して利用される基本的な機能を提供し、コンピュータシステム全体を管理する基本ソ

フトウェアであります。  

  

  平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 

自己資本比率（％）  89.2  86.6  87.4

時価ベースの自己資本比率（％）  87.1  118.4  126.4

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（％）  －  －  －

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  －  －  －
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  （会計制度、税法改正等によるプログラム変更について） 

  当社が開発しているプロダクトは、主に企業ユーザーの基幹業務向けビジネスソフトウェアであります。したがっ

て、会計制度、税法改正等に伴い、改正変更に対応した最新プログラムを企業ユーザー（ＯＢＣ保守契約ユーザー）

（※）に送付しなければなりません。プログラム更新が複雑かつ煩雑であった場合には、開発費用負担が増加するリ

スクがあり、また対応に遅れが生じるケースや対応が出来ないおそれもあり、このような場合には当社の業績に影響

を与える可能性があります。 

  （※）ＯＢＣ保守契約ユーザーの内容 

 ①専用オペレーションによる会員専用サポートセンターの利用 

 ②ＯＢＣホームページからのオンラインサポート 

 ③税法及び関連諸法規等の改正に伴う、改正版プログラム及び操作マニュアルの送付 

 ④プログラム及びマニュアルの紛失・破損時の無償対応 

 ⑤利用中の製品の後継となるアップグレード製品が新たに発売された場合に、特別割引料金にて提供 

 （海外進出について） 

 当社は、中国をこれからの成長市場ととらえ、「奉行Ｖ ＥＲＰ」のカスタマイズ作業や人材確保及び「奉行シリ

ーズ」の販売拠点とするために中国国内企業に対して投資を行っています。今後、中国において景気の悪化や、競争

の激化、カントリーリスク（※）の顕在化等の状況が生じた場合には、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能

性があります。 

（※）カントリーリスクとは、海外に投資を行う場合に、その投資先の国の政治・経済・社会状況の不安定化や混乱

などによって、投資を回収することが困難になる、またはその影響によって、投資した商品の価格が変動することに

よって損失を被るリスクを指します。 

 （有価証券投資のリスク） 

  当社の余資運用については、安全性、流動性及び収益性等の各種要素を総合的に考慮した上で、金融商品を選定す

る方針を採っておりますが、有価証券投資の運用は、市場価格及び為替の変動リスク、また有価証券の一部は、時価

の変動により利益を得ることを目的とした投資信託の運用を行っているため、マイナスの影響を受ける可能性があり

ます。 

 （災害等によるリスク） 

当社は全国に営業拠点を置いておりますが、生産・出荷の拠点は関東地方のみであるため、大規模な自然災害が発

生した場合、原材料の調達や当社製品の生産・出荷に支障が生じる可能性があります。なお、本年３月11日に発生し

た東日本大震災による当社の被災は幸い軽微でありましたが、今後の災害に備え、災害発生時の営業活動の早期復旧

を可能にするための体制を見直し、事業継続計画を検討しております。 
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 当企業集団は、株式会社オービックビジネスコンサルタント（当社）、子会社１社、関連会社５社及びその他の関係

会社１社で構成されており、当社は主にビジネスソリューションテクノロジー及びＩＴ（情報技術）ソリューションテ

クノロジーの開発メーカーとして、販売パートナーやそのテクノロジー技術を通してプロダクトを顧客に販売し、保

守・導入指導等のサービス提供を行っております。 

 中国上海市を本社とする子会社Shanghai OBC Safe Software Co.,Ltd.(上海欧比西晟峰軟件有限公司)（当社出資比

率99.4％）は、「奉行Ｖ ＥＲＰ」のカスタマイズ及び奉行オプションコンポーネントの開発等を行っております。関

連会社Shanghai Safe Software Co.,Ltd.（上海晟峰軟件有限公司）（同40.4％）並びに関連会社

Fortune Shanghai softowner software Industry Co.,Ltd.（上海索恩軟件産業有限公司）（同40.4％）は、中国国内

企業向けビジネスを担っております。また晟峰情報株式会社（同30.0%）は、中国上海市の関連会社におけるオフショ

ア開発の受注窓口として、日本での商談獲得の役割を担います。 

 他に、関連会社ビズソフト株式会社（同49.0％）は、小規模企業向け業務ソフト開発を行っております。ユニオンソ

フト株式会社（同29.8%）はビジネスソフトウェア（手形の達人等）の開発販売を行っております。なお、関連会社

WUXI SHENG OU SOFTWARE INDUSTEY DEVELOP CO.,LTD.(無錫晟欧軟件産業発展有限公司)は、中国無錫市における施設建

設を目的に設立いたしましたが、建設計画が中止となったため清算しました。また、関連会社の株式会社アフォード・

ビジネス・コンサルティングは、当社の株式所有割合が39.8％から19.8％となり、当社関連会社からはずれることとな

りました。 

 その他の関係会社株式会社オービックにおいては、コンピュータのシステムインテグレーション事業、システムサポ

ート事業を行っており、当社ソフトウェアプロダクトの一部を販売しております。またその他の関係会社の子会社株式

会社オービックオフィスオートメーションにおいては、ＯＡ関連機器の販売及び消耗品の販売を行っており、当社ソフ

トウェアプロダクトの販売をしております。 

 当企業集団の取引を図示しますと次のとおりであります。なお、現時点では子会社の当社に及ぼす影響は、軽微かつ

重要性に乏しいため、連結財務諸表は作成しておりません。 

［事業系統図］ 

 

 （注）※１ 株式会社オービックは、財務諸表等規則第８条第８項に定義される関係会社であります。 

    ※２ 子会社 

    ※３ 関連会社 

    ※４ その他の関係会社の子会社  

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

 当社は「自由と公平」「採用と教育」「革新と戦略」を基本方針とし、先進的なＩＴ（情報技術）を駆使し、お客

様の満足を徹底的に追及する「顧客第一主義」の思想をプロダクト開発に貫き、保守・導入指導等のサービスを提供

しております。また創業以来、中堅及び中小企業のＩＴ化を強力にサポートするリーディングカンパニーとしての役

割を自覚し、基幹業務ソリューションの進化を業界の先頭に立って開拓してまいりました。今後とも、厳しい経済環

境の中、あらためてお客様及びパートナー企業様に対して、さらなる生産性の向上と企業競争力を高める業務システ

ムの提供を実現すべく、貢献度を高めてまいります。 

 また、社会的責任を果たすべく、法令を遵守した継続的かつ安定的な企業成長を目指し、お客様、株主、社員及び

地域社会のご期待に応えてまいります。  

(2）目標とする経営指標 

 当社は設備投資等に資本を投下する必要がありませんので、経営上は、収益面での指標を重視することになりま

す。よって売上高を伸ばしながら、営業利益率、経常利益率を維持、若しくは、高めることで高収益企業として成長

し続けてまいりたいと考えております。  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社が属する情報サービス産業においては、不況脱出に向けた力強い動きが見えない中で、企業はＩＴ投資に対し

て引き続き慎重な姿勢をとっており、単に業務の効率化を実現するものではなく、経営課題の解決を目的として導入

されることが多くなってきております。そして、情報システム自体が業務推進のインフラとして機能することが期待

されております。また顧客企業においては、グローバルレベルで情報システムを統一し、リアルタイムに状況を把

握、日々のビジネスに的確な指示を出すことが鍵となっております。ますます激化する国際競争の中で、事業活動の

継続性と成長性が求められております。 

 こうした要請に応えるため、当社は、以下のコアコンピタンス（経営基本戦略）を掲げております。 

第１.企業の勘定（業務）系及び情報系にフォーカスする。 

第２.中堅中小企業にフォーカスする。 

第３.マイクロソフト社のテクノロジーにフォーカスする。 

第４.アライアンス・パートナー戦略に注力する。 

第５.奉行ブランド戦略に注力する。  

  以上のコアコンピタンスを念頭に置き、最先端のテクノロジーをツールに具現化し、新たなデファクトスタンダー

ドシステムを創造してまいります。 

①企業向け業務用パッケージ・ソフトウェア開発にフォーカスする 

 製品開発投資は、企業向け業務用パッケージソフトウェアの開発に集中します。企業が必要とする幅広い業務シス

テムのニーズに応え、お客様の満足度を高めるべく、さらなるバージョンアップを行ってまいります。そしてクラウ

ド・コンピューティング時代に最適化した企業向けＥＲＰ＆ＥＢ（エレクトロニックバンキング）パッケージ分野の

デファクトスタンダードを目指します。 

②Microsoft テクノロジー にフォーカスする。  

 開発投資は、引き続き Microsoft テクノロジー に集中します。テクノロジーの革新に伴うユーザーニーズの変

化に的確に対応し、常に更なる生産性向上に役立つ基幹業務システムの開発提案を継続してまいります。  

 クラウド・コンピューティング時代に最適化したＷｅｂサービス等の充実を図り、変化する開発環境を先取りす

る体制を整え、格段の開発生産性を確保してまいります。企業向けパッケージ・システム開発企業として社会貢献

度No.1の評価を獲得・維持してまいります。  

③サポート＆サービスの品質向上を実現し社会貢献度を高める 

 サポート＆サービスの優劣は、ユーザー様の導入検討時における選択の極めて重要な差別化要因となっておりま

す。つまり、「企業の命運は、その社員が優れたサポート＆サービスを提供できるよう、いかに整えられているかに

よって決まる」という事実を再度強く認識し、継続した品質の改善および向上を図って参ります。クラウド・コンピ

ューティング時代のサポート＆サービスにおいて、No.1の評価を獲得・維持してまいります。  

３．経営方針
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④顧客満足度・パートナー満足度を更に高め、「お客様の喜びを実現させる」企業を目指す 

  販売パートナー企業との協業関係を更に深め、各地域の業種業態を再認識し、お客様との直接対話を実現すべく活

動を積極的に実施してまいります。他の優れたテクノロジーがあれば、アライアンスを積極的に行い、優れたソリュ

ーションをユーザー企業に提案してまいります。  

(4）会社の対処すべき課題 

  当社が対処すべき課題といたしましては、この度の東日本大震災による経済的損失は大きく、景気回復は厳しいも

のと予想されます。 

 当社においては、このような経営環境に対応し事業活性化を図り営業収益を確保すべく、経営基盤の整備・充実に

努めてまいります。 

 具体的な課題としては以下のとおりと考えております。 

 （顧客第一主義の徹底） 

  当社の成長を支えてきた原動力は、顧客企業からの信頼であり、また求める製品の拡張性さらに柔軟性を提供し続

けてきたことにあると言えます。そして新たな成長モデルは、製品開発、サービス、組織体制の各側面において、

「顧客第一主義」を徹底すべく、様々な施策を実施することにあります。 

 製品開発については、企業システムの根幹を支える「信頼性」、企業の成長に容易に対応できる「拡張性」、企業

固有のビジョンを踏まえた「柔軟性」を実装したパッケージ開発を実現することであります。  

 サービスについては、導入支援、ユーザー保守、基盤構築サービス等、顧客企業を支援する内容を強化することが

重要であると認識しております。 

 組織体制については、パートナー企業の販売支援策の実施や制度強化を図ることが重要であると認識しておりま

す。 

 （社員（人材）の確保と育成） 

 上記の顧客第一主義の徹底を実現するためには、社員教育が欠かせないと考えます。また当社の経営の基本方針で

もある「採用と教育」は最重要方針として位置づけております。 

 人材の確保と育成につきましては、様々な業界でも言われております。当社のようなビジネスソリューションテク

ノロジーの開発は、生産資材や原料を必要としません。人を資源とするビジネスを行う当社にとって、専門的な情報

技術や業務知識は必要ではありますが、これは入社後、社内教育で十分に補うことができます。何よりも大切なの

は、「人間としての総合的な魅力」、人間力の強化であります。相手を中心に考え、自分を律し、人のために生きる

覚悟ができており、先を見通す論理性と人間の機微がわかる感性を持っている人を育てることに尽きると思います。

最新テクノロジーの開発環境であっても、人が創造し開発して、お客様へ提供していくわけですので、そこにはその

人間力が必要となります。 

 従いまして、今後においても、知識の習得などの研修はもちろんですが、社員一人ひとりの意識改革（マインド）

の研修などが重要な成長のインフラになると考え、制度や環境の整備に努めてまいります。  
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４．財務諸表 
(1)貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 31,801,943 32,661,733

受取手形 150,431 230,668

売掛金 4,082,549 4,432,037

有価証券 － 6,776

商品及び製品 117,000 107,682

仕掛品 983 1,002

原材料及び貯蔵品 59,444 59,903

前払費用 56,623 57,393

繰延税金資産 269,545 368,231

関係会社短期貸付金 120,000 －

未収入金 57,568 3,459

その他 7,964 7,335

貸倒引当金 △17,148 △17,885

流動資産合計 36,706,907 37,918,339

固定資産   

有形固定資産   

建物 237,008 314,435

減価償却累計額 △132,324 △184,790

建物（純額） 104,684 129,644

車両運搬具 17,843 17,843

減価償却累計額 △11,931 △14,210

車両運搬具（純額） 5,912 3,632

工具、器具及び備品 705,503 721,539

減価償却累計額 △612,576 △650,510

工具、器具及び備品（純額） 92,927 71,028

土地 83,000 83,000

有形固定資産合計 286,523 287,305

無形固定資産   

電話加入権 13,003 13,003

ソフトウエア 137,756 129,841

ソフトウエア仮勘定 25,567 13,270

無形固定資産合計 176,327 156,114

投資その他の資産   

投資有価証券 31,618,647 33,727,888

関係会社株式 41,043 31,093

関係会社出資金 1,382,027 1,255,833

関係会社長期未収入金 － 83,150

関係会社長期貸付金 184,517 84,517

長期預金 1,300,000 800,000

長期未収入金 － 148,195

敷金及び保証金 469,376 466,714

会員権 93,830 91,030

破産更生債権等 8,029 20,314
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

繰延税金資産 557,295 1,068,531

貸倒引当金 △96,518 △108,981

投資その他の資産合計 35,558,247 37,668,286

固定資産合計 36,021,099 38,111,706

資産合計 72,728,007 76,030,045

負債の部   

流動負債   

買掛金 216,327 207,076

未払金 1,199,077 338,690

未払費用 475,369 462,154

未払法人税等 2,265,340 2,298,625

未払消費税等 148,443 178,691

預り金 51,459 60,325

前受収益 4,707,618 4,942,487

役員賞与引当金 45,000 50,000

関係会社整理損失引当金 － 230,000

その他 24,928 10,174

流動負債合計 9,133,565 8,778,226

固定負債   

退職給付引当金 648,004 699,458

資産除去債務 － 84,579

固定負債合計 648,004 784,037

負債合計 9,781,569 9,562,263

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,519,000 10,519,000

資本剰余金   

資本準備金 18,415,000 18,415,000

その他資本剰余金 534,268 534,268

資本剰余金合計 18,949,268 18,949,268

利益剰余金   

利益準備金 140,610 140,610

その他利益剰余金   

プログラム等準備金 113,050 －

別途積立金 28,100,000 31,100,000

繰越利益剰余金 7,894,438 8,301,703

利益剰余金合計 36,248,098 39,542,314

自己株式 △5,167,758 △5,168,074

株主資本合計 60,548,608 63,842,507

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,397,828 2,625,274

評価・換算差額等合計 2,397,828 2,625,274

純資産合計 62,946,437 66,467,781

負債純資産合計 72,728,007 76,030,045
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(2)損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高   

プロダクト売上高 8,334,928 －

サービス売上高 7,413,174 －

売上高合計 15,748,102 17,210,316

売上原価   

プロダクト売上原価   

製品期首たな卸高 87,743 －

当期製品製造原価 1,809,835 －

合計 1,897,578 －

他勘定振替高 ※1  25,130 －

製品期末たな卸高 117,000 －

プロダクト売上原価 1,755,447 －

サービス売上原価 857,201 －

売上原価合計 2,612,649 2,710,725

売上総利益 13,135,453 14,499,590

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  6,693,809 ※2, ※3  6,470,486

営業利益 6,441,644 8,029,104

営業外収益   

受取利息 14,939 8,950

有価証券利息 28,642 24,336

受取配当金 1,366,043 1,947,490

投資有価証券売却益 1,086,791 327,034

その他 － 62,699

営業外収益合計 2,496,417 2,370,511

営業外費用   

有価証券売却損 － 105,978

投資有価証券売却損 526,912 701,127

投資事業組合運用損 589,863 632,886

投資有価証券評価損 219,981 －

その他 3,635 75,009

営業外費用合計 1,340,392 1,526,270

経常利益 7,597,669 8,884,614

特別利益   

投資有価証券売却益 30 －

特別利益合計 30 －
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

特別損失   

固定資産除却損 ※5  2,812 －

投資有価証券評価損 42,138 28,000

投資有価証券売却損 500 －

関係会社株式評価損 ※4  55,200 －

関係会社出資金評価損 ※4  70,167 7,914

関係会社整理損 － ※6  566,000

関係会社清算損 7,555 －

役員退職慰労金 36,600 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 35,786

その他 － 2,800

特別損失合計 214,973 640,500

税引前当期純利益 7,382,726 8,244,113

法人税、住民税及び事業税 3,330,220 4,039,364

過年度法人税等 215,340 168,186

法人税等調整額 △506,010 △764,737

法人税等合計 3,039,550 3,442,812

当期純利益 4,343,175 4,801,301
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(3)株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 10,519,000 10,519,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,519,000 10,519,000

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 18,415,000 18,415,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 18,415,000 18,415,000

その他資本剰余金   

前期末残高 534,268 534,268

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 534,268 534,268

資本剰余金合計   

前期末残高 18,949,268 18,949,268

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 18,949,268 18,949,268

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 140,610 140,610

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 140,610 140,610

その他利益剰余金   

プログラム等準備金   

前期末残高 359,975 113,050

当期変動額   

プログラム等準備金の取崩 △246,925 △113,050

当期変動額合計 △246,925 △113,050

当期末残高 113,050 －

別途積立金   

前期末残高 26,100,000 28,100,000

当期変動額   

別途積立金の積立 2,000,000 3,000,000

当期変動額合計 2,000,000 3,000,000

当期末残高 28,100,000 31,100,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 6,811,584 7,894,438

当期変動額   

別途積立金の積立 △2,000,000 △3,000,000

プログラム等準備金の取崩 246,925 113,050

剰余金の配当 △1,507,247 △1,507,085

当期純利益 4,343,175 4,801,301
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当期変動額合計 1,082,853 407,265

当期末残高 7,894,438 8,301,703

利益剰余金合計   

前期末残高 33,412,170 36,248,098

当期変動額   

剰余金の配当 △1,507,247 △1,507,085

当期純利益 4,343,175 4,801,301

当期変動額合計 2,835,928 3,294,215

当期末残高 36,248,098 39,542,314

自己株式   

前期末残高 △5,154,520 △5,167,758

当期変動額   

自己株式の取得 △13,237 △316

当期変動額合計 △13,237 △316

当期末残高 △5,167,758 △5,168,074

株主資本合計   

前期末残高 57,725,918 60,548,608

当期変動額   

剰余金の配当 △1,507,247 △1,507,085

当期純利益 4,343,175 4,801,301

自己株式の取得 △13,237 △316

当期変動額合計 2,822,690 3,293,899

当期末残高 60,548,608 63,842,507

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,260,992 2,397,828

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,136,836 227,445

当期変動額合計 1,136,836 227,445

当期末残高 2,397,828 2,625,274

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,260,992 2,397,828

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,136,836 227,445

当期変動額合計 1,136,836 227,445

当期末残高 2,397,828 2,625,274

純資産合計   

前期末残高 58,986,910 62,946,437

当期変動額   

剰余金の配当 △1,507,247 △1,507,085

当期純利益 4,343,175 4,801,301

自己株式の取得 △13,237 △316

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,136,836 227,445

当期変動額合計 3,959,527 3,521,344

当期末残高 62,946,437 66,467,781
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(4)キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 7,382,726 8,244,113

減価償却費 163,991 137,519

退職給付引当金の増減額（△は減少） 46,503 51,453

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 25,000 5,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,000 13,200

受取利息配当金 △1,409,625 △1,980,777

有価証券売却損益（△は益） － 105,978

投資有価証券売却益 △1,086,821 △327,034

投資有価証券売却損 527,412 701,127

投資有価証券評価損益（△は益） 262,119 28,000

関係会社株式評価損 55,200 －

関係会社出資金評価損 70,167 7,914

関係会社清算損益（△は益） 7,555 －

関係会社整理損 － 566,000

会員権評価損 － 2,800

固定資産除却損 2,812 －

投資事業組合運用損益（△は益） 589,863 632,886

売上債権の増減額（△は増加） △6,343 △428,931

たな卸資産の増減額（△は増加） △21,129 8,840

前払費用の増減額（△は増加） 19,775 △770

仕入債務の増減額（△は減少） △75,290 △9,250

未払消費税等の増減額（△は減少） 115,158 30,247

未払費用の増減額（△は減少） 20,122 △13,215

前受収益の増減額（△は減少） 3,072 234,868

その他 △182,413 32,780

小計 6,510,856 8,042,751

利息及び配当金の受取額 1,409,979 1,981,450

法人税等の支払額 △1,800,220 △4,174,265

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,120,615 5,849,936

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 － 500,000

定期預金の預入による支出 △10,000 －

有価証券の売却による収入 － 3,094,044

有価証券の取得による支出 － △3,200,023

投資有価証券の売却による収入 8,494,365 7,255,424

投資有価証券の取得による支出 △11,078,785 △10,943,502

関係会社株式の売却による収入 17,244 5,000

関係会社貸付金の回収による収入 100,000 20,000

関係会社貸付けによる支出 △220,000 △136,000

有形固定資産の取得による支出 △19,048 △23,963

無形固定資産の取得による支出 △58,510 △37,438

敷金及び保証金の回収による収入 126,332 6,082

敷金及び保証金の差入による支出 △4,640 △3,420

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,653,043 △3,463,794
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △1,507,376 △1,507,611

自己株式の取得による支出 △13,237 △316

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,520,614 △1,507,928

現金及び現金同等物に係る換算差額 15,317 △11,647

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,962,275 866,566

現金及び現金同等物の期首残高 29,829,668 31,791,943

現金及び現金同等物の期末残高 ※  31,791,943 ※  32,658,510
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 該当事項はありません。  

   

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

───── (1）売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平均法によ

り算定）  

  (1）満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

(2）満期保有目的の債券 

同左 

  (2）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(3）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (3）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

(4）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

投資事業有限責任組合等に対する

出資金 

 当該投資事業有限責任組合等の

直近の事業年度における純資産の

当社持分割合で評価 

時価のないもの 

投資事業有限責任組合等に対する

出資金 

同左 

  その他  

 移動平均法による原価法 

その他  

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品・原材料・仕掛品・貯蔵品 

  移動平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法） 

製品・原材料・仕掛品・貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  建物     ３～15年 

車両運搬具  ４～６年 

器具及び備品 ４～20年 

  

  (2）少額減価償却資産 

 取得価額が10万円以上20万円未満の

少額減価償却資産については、３年間

で均等償却しております。 

(2）少額減価償却資産 

同左 

  (3）無形固定資産 

 ソフトウエア（自社利用分）につい

ては、社内における見込利用可能期間

（５年）による定額法によっておりま

す。 

(3）無形固定資産 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）役員賞与引当金 

 役員の賞与支給に備えるため、将来

の支給見込額のうち当事業年度に負担

すべき額を計上しております。 

(2）役員賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時に

一括して費用処理しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  （会計方針の変更）  

 当事業年度より、「「退職給付に係る

会計基準」の一部改正（その３）」（企

業会計基準第19号 平成20年７月31日）

を適用しております。 

 なお、これによる営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益に与える影響はあ

りません。  

─────  

５．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書上の資金

（現金及び現金同等物）には、手許現

金、要求払預金及び取得日から３ヶ月

以内に満期の到来する流動性の高い、

かつ、価値変動について僅少なリスク

しか負わない短期投資を計上しており

ます。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

(1）プログラム準備金 

 プログラム開発に備えるため、租税

特別措置法の規定による繰入限度相当

額を剰余金の処分により計上しており

ます。 

─────  

  (2）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(2）消費税等の会計処理 

同左 
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(7）会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

───── （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適 

用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。

 これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ6,257千

円、税引前当期純利益は42,044千円減少しております。 

(8）表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

───── （損益計算書） 

前事業年度まで売上高及び売上原価を「プロダクト」、

「サービス」に区分掲記しておりましたが、当社が取り扱

う業務用パッケージソフトウェアは、プロダクト（システ

ム）とサービスが一体として機能するケースが大半となっ

てきており、プロダクトとサービスを別にして採算管理す

ることが実態を表さなくなりました。 

これに伴い、当事業年度より、「売上高」及び「売上原

価」として一括表示する方法に変更しております。 
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(9）財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年３月31日） 

当事業年度 
（平成23年３月31日） 

───── ───── 

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１．他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 ───── 

販売費及び一般管理費 千円25,130   

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は ％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

％であります。主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

50.3

49.7

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は ％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

％であります。主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

53.6

46.4

広告宣伝費 千円539,039

給与・賞与 千円1,685,501

役員賞与引当金繰入額  千円45,000

貸倒引当金繰入額 千円10,134

退職給付費用 千円35,634

賃借料 千円552,555

減価償却費 千円50,384

研究開発費 千円1,898,810

広告宣伝費 千円534,525

給与・賞与 千円1,774,236

役員賞与引当金繰入額  千円50,000

貸倒引当金繰入額 千円14,442

退職給付費用 千円34,408

賃借料 千円375,640

減価償却費 千円44,561

研究開発費 千円1,867,921

※３．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 

※３．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 

  千円1,898,810   千円1,867,921

※４．当社の関連会社に対する投資金額（株式：

千円、出資金： 千円）に対して、将来におけ

る回収の見込みが不明な部分について、当事業年度

において評価損を特別損失に計上しております。 

55,200

78,928

───── 

※５．固定資産除却損2,812千円は、サポートセンターの

設備集約による固定資産の除却によるものです。 

───── 

───── ※６．関係会社整理損の内訳  

関係会社貸付金貸倒損失 千円336,000

関係会社整理損失引当金繰入額 千円230,000

 計 千円566,000
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前事業年度（自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、自己株式の取得３千株及び単元未満株式の買取りによる増加47株であり

ます。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注）１．平成16年及び平成17年新株予約権の当事業年度減少は、新株予約権の消却によるものであります。 

２．平成16年新株予約権は、権利行使期間が平成21年６月24日で終了しております。 

 ３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 (2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

発行済株式         

普通株式  20,176  －  －  20,176

合計  20,176  －  －  20,176

自己株式         

普通株式  （注）  1,333  3  －  1,337

合計  1,333  3  －  1,337

区分 新株予約権の内訳 

新株予約
権の目的
となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当事業年
度末残高 
（千円） 

前事業年度
末 

当事業年度
増加 

当事業年度
減少 

当事業年度
末 

提出会社 平成16年新株予約権  （注）１，２ 普通株式  35,600  －  35,600  －  －

平成17年新株予約権  （注）１ 普通株式  30,300  －  1,350  28,950  －

合計 －  65,900  －  36,950  28,950  －

 （決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年6月23日 

定時株主総会 
普通株式  753,702  40 平成21年3月31日 平成21年6月24日 

平成21年10月27日 

取締役会 
普通株式  753,544  40 平成21年9月30日 平成21年11月25日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年6月23日 

定時株主総会 
普通株式  753,543 利益剰余金  40 平成22年3月31日 平成22年6月24日
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当事業年度（自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加67株であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注）１．平成17年新株予約権の当事業年度減少は、新株予約権の消却によるものであります。 

２．平成17年新株予約権は、権利行使期間が平成22年６月24日で終了しております。 

 ３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 (2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

発行済株式         

普通株式  20,176  －  －  20,176

合計  20,176  －  －  20,176

自己株式         

普通株式  （注）  1,337  0  －  1,337

合計  1,337  0  －  1,337

区分 新株予約権の内訳 

新株予約
権の目的
となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当事業年
度末残高 
（千円） 

前事業年度
末 

当事業年度
増加 

当事業年度
減少 

当事業年度
末 

提出会社 平成17年新株予約権  （注）１．２ 普通株式  28,950  －  28,950  －  －

合計 －  28,950  －  28,950  －  －

 （決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年6月23日 

定時株主総会 
普通株式  753,543  40 平成22年3月31日 平成22年6月24日 

平成22年10月27日 

取締役会 
普通株式  753,542  40 平成22年9月30日 平成22年11月26日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年6月23日 

定時株主総会 
普通株式  753,540 利益剰余金  40 平成23年3月31日 平成23年6月24日

㈱オービックビジネスコンサルタント（4733）平成23年３月期 決算短信〔日本基準〕（非連結）

22



  

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

   資金運用は、長期的、大局的見地に立って運用を行い、安全度の高いかつ手続き等が簡便な商品を選

択しております。 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

   営業債権である受取手形、売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

   有価証券及び投資有価証券は、主に配当収入を期待する投資有価証券の運用ですが、市場価格の変動

リスクに晒されております。 

   営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

 ① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

   営業債権については、販売管理規程及び売掛債権管理に関しての内規に従い、営業部門並びに管理部

門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するととも

に、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

   満期保有目的の債券は、資金運用規程に従い、安全度の高い運用を行っているため、信用リスクは僅

少であります。 

 ② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

   有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握

し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況

を継続的に見直しております。 

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

   金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定において変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。  

（キャッシュ・フロー計算書関係）

項目 
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

    

現金及び預金 千円 31,801,943 千円 32,661,733

有価証券 千円 － 千円 6,776

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
千円 △10,000 千円 △10,000

現金及び現金同等物 千円 31,791,943 千円 32,658,510

（リース取引関係）

（金融商品関係）
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成22年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（（注）２.参照）

  

※１ 受取手形、売掛金及び未収入金に対して計上している貸倒引当金を控除しています。 

※２ 関係会社長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しています。  

 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

    資産 

    （1）現金及び預金、（2）受取手形、（3）売掛金、（4）未収入金 

       これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。  

    （5）投資有価証券 

       これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等か

ら提示された価格によっております。また保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有

価証券関係」をご参照ください。 

    （6）関係会社短期貸付金、（7）関係会社長期貸付金 

       これらの時価については、そのキャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗

せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

    （8）長期預金 

      預金の利率は変動するため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

    負債 

    （1）買掛金、（2）未払金、（3）未払法人税等、（4）未払消費税等 

       これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

  
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金 31,801,943  31,801,943  －

(2）受取手形  150,431

(3）売掛金  4,082,549

(4）未収入金  57,568

貸倒引当金（※１）  △17,148

受取手形、売掛金及 
び未収入金（純額） 

 4,273,401  4,273,401  －

(5）投資有価証券  24,973,862  24,904,299  △69,562

(6）関係会社短期貸付金   120,000  119,731  △268

(7）関係会社長期貸付金   184,517

   貸倒引当金（※２） △84,517

   100,000 99,195 △804

(8）長期預金   1,300,000 1,300,000 －

資産計  62,569,208 62,498,571  △70,636

(1）買掛金  216,327  216,327  －

(2）未払金  1,199,077  1,199,077  －

(3）未払法人税等  2,265,340  2,265,340  －

(4）未払消費税等  148,443  148,443  －

負債計  3,829,188  3,829,188  －
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   ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

       これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（5）投

資有価証券」には含めておりません。 

   ３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額  

  

（追加情報） 

  当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商品の時価

等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。 

  

当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

余資の運用については、安全性、流動性及び収益性等の各種要素を総合的に考慮した上で、金融商品

を選定する方針を採っております。 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形、売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

有価証券及び投資有価証券は、主に配当収入を期待する投資有価証券の運用ですが、市場価格及び為

替の変動リスクに晒されております。なお、有価証券の一部には、時価の変動により利益を得ることを

目的とした投資信託の運用を含みます。 

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権については、販売管理規程及び売掛債権管理に関しての内規に従い、営業部門並びに管理部

門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するととも

に、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

満期保有目的の債券は、資金運用規程に従い、安全度の高い運用を行っているため、信用リスクは僅

少であります。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握

し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況

を継続的に見直しております。 

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定において変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。  

区分 貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式  687,562

投資事業有限責任組合  5,957,223

関係会社株式  41,043

関係会社出資金  1,382,027

  
１年以内 
（千円） 

１年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

 現金及び預金  31,801,943  －  － －

  受取手形  150,431    －  －  －

  売掛金  4,082,549  －  －  －

  未収入金  57,568  －  －  －

  投資有価証券         

    その他有価証券のうち満期があるもの         

    その他 － 779,120  － －

  関係会社短期貸付金 120,000 －  － －

 関係会社長期貸付金  －  100,000  －  －

 長期預金  500,000  300,000  500,000  －

 合計    36,712,494 1,179,120  500,000 －
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２．金融商品の時価等に関する事項 

平成23年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（（注）２.参照） 

  

※１ 受取手形、売掛金及び未収入金に対して計上している貸倒引当金を控除しています。 

※２ 関係会社長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しています。  

 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

    資産 

    （1）現金及び預金、（2）受取手形、（3）売掛金、（4）未収入金 

       これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。  

    （5）有価証券、（6）投資有価証券 

       これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等か

ら提示された価格によっております。また保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有

価証券関係」をご参照ください。 

    （7）長期未収入金、（8）関係会社長期未収入金 

       これらの時価については、そのキャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗

せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

    （9）関係会社長期貸付金 

       関係会社長期貸付金の時価の算定は、個別の回収可能性を検討し、回収不能見込額を貸倒引当金として控

除した金額によっております。     

    （10）長期性預金 

      預金の利率は変動するため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

    負債 

    （1）買掛金、（2）未払金、（3）未払法人税等、（4）未払消費税等 

       これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

  貸借対照表計上額 
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金  32,661,733  32,661,733  －

(2）受取手形  230,668     

(3）売掛金  4,432,037     

(4）未収入金  3,459     

    貸倒引当金（※1）  △17,885     

    受取手形、売掛金及
び未収入金（純額） 

 4,648,279  4,648,279  －

(5）有価証券  6,776  6,776  －

(6）投資有価証券  27,330,296  27,243,269  △87,026

(7）長期未収入金   148,195  146,540  △1,654

(8）関係会社長期未収入金  83,150  82,651  △498

(9）関係会社長期貸付金   84,517

   貸倒引当金（※２）  △84,517

   －  －  －

(10）長期性預金   800,000  800,000  －

資産計  65,678,431  65,589,251  △89,179

(1）買掛金  207,076  207,076  －

(2）未払金  338,690  338,690  －

(3）未払法人税等  2,298,625    2,298,625  －

(4）未払消費税等  178,691    178,691  －

負債計  3,023,083    3,023,083  －
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   ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

       これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（6）投

資有価証券」には含めておりません。 

   ３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

前事業年度（平成22年３月31日） 

１.満期保有目的の債券 

  

２.子会社株式及び関連会社株式 

  関連会社株式（貸借対照表計上額41,043千円）は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、記載しておりません。  

区分 貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式  666,612

投資事業有限責任組合  5,730,980

関係会社株式  31,093

関係会社出資金  1,255,833

  １年以内 
（千円） 

１年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

 現金及び預金  32,661,733  －  －  －

 受取手形  230,668    －  －  －

 売掛金  4,432,037  －  －  －

 未収入金  3,459  －  －  －

 有価証券  6,776  －  －  －

 投資有価証券         

 満期保有目的の債券         

 その他  －  749,450  －  －

 長期未収入金  －  148,195  －  －

 関係会社長期未収入金  －  83,150  －  －

 長期性預金  －  800,000    －  －

 合計    37,334,675  1,780,795    －  －

（有価証券関係）

  種類 
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価 

（千円） 
差額（千円） 

時価が貸借対照表計

上額を超えるもの 

(1）国債・地方債等  －  －  －

(2）社債  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  －  －  －

時価が貸借対照表計

上額を超えないもの 

(1）国債・地方債等  －  －  －

(2）社債  －  －  －

(3）その他  779,120  709,557  △69,562

小計  779,120  709,557  △69,562

合計  779,120  709,557  △69,562
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３．その他有価証券 

(注）非上場株式（貸借対照表計上額 687,562千円）、投資事業有限責任組合等の出資金（貸借対照表計上額 

5,957,223千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の

「その他有価証券」には含めておりません。 

４．当事業年度中に売却したその他有価証券(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

  

５．減損処理を行った有価証券 

  当事業年度において、有価証券について262,119千円（その他有価証券の株式219,981千円、非上場株式42,138千円）

減損処理を行っております。 

  なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  種類 
貸借対照表計上額 

（千円） 
取得原価 
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの 

(1）株式  1,759,984  618,776  1,141,207

(2）債券       

①国債・地方債等  －  －  －

②社債  －  －  －

③その他  －  －  －

(3）その他  19,881,218  16,550,396  3,330,821

小計  21,641,202  17,169,173  4,472,028

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの 

(1）株式  288,271  333,735  △45,464

(2）債券       

①国債・地方債等  －  －  －

②社債  －  －  －

③その他  －  －  －

(3）その他  2,265,268  2,635,275  △370,007

小計  2,553,539  2,969,011  △415,471

合計  24,194,742  20,138,184  4,056,557

種類  売却額（千円） 
売却益の合計額 

（千円） 
売却損の合計額 

（千円） 

（1）株式 

（2）債券 

  ①国債・地方債等 

  ②社債 

  ③その他 

（3）その他 

 

 

2,518,582

－

－

－

5,866,446

 

 

761,267

－

－

－

325,554

 

 

215,583

－

－

－

311,828

 合計  8,385,029  1,086,821  527,412
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当事業年度（平成23年３月31日） 

１.満期保有目的の債券 

  

２.子会社株式及び関連会社株式 

  関連会社株式（貸借対照表計上額31,093千円）は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、記載しておりません。  

  

３．その他有価証券 

(注）非上場株式（貸借対照表計上額 666,612千円）、投資事業有限責任組合等の出資金（貸借対照表計上額 

5,730,980千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の

「その他有価証券」には含めておりません。 

  種類 
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価 

（千円） 
差額（千円） 

時価が貸借対照表計

上額を超えるもの 

(1）国債・地方債等  －  －  －

(2）社債  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  －  －  －

時価が貸借対照表計

上額を超えないもの 

(1）国債・地方債等  －  －  －

(2）社債  －  －  －

(3）その他  749,450  662,423  △87,026

小計  749,450  662,423  △87,026

合計  749,450  662,423  △87,026

  種類 
貸借対照表計上額 

（千円） 
取得原価 
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの 

(1）株式  1,719,243  811,297  907,945

(2）債券       

①国債・地方債等  －  －  －

②社債  －  －  －

③その他  －  －  －

(3）その他  19,959,843  16,126,490  3,833,352

小計  21,679,086  16,937,788  4,741,298

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの 

(1）株式  127,015  176,320  △49,305

(2）債券       

①国債・地方債等  －  －  －

②社債  －  －  －

③その他  －  －  －

(3）その他  4,774,744  5,060,126  △285,382

小計  4,901,759  5,236,447  △334,688

合計  26,580,846  22,174,235  4,406,610
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４．当事業年度中に売却したその他有価証券(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

  

５．減損処理を行った有価証券 

  当事業年度において、有価証券について28,000千円（非上場株式28,000千円）減損処理を行っております。 

  なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。  

前事業年度 （自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日） 

関連会社に持分法を適用した場合の投資損益等については、重要性がないため記載を省略しております。 

  

当事業年度 （自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日） 

関連会社に持分法を適用した場合の投資損益等については、重要性がないため記載を省略しております。 

前事業年度（自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日） 

  

関連当事者との取引  

(1)財務諸表提出会社の親会社及び主要株主等 

種類  売却額（千円） 
売却益の合計額 

（千円） 
売却損の合計額 

（千円） 

（1）株式 

（2）債券 

  ①国債・地方債等 

  ②社債 

  ③その他 

（3）その他 

 

 

396,930

－

－

－

6,245,304

 

 

297,055

－

－

－

29,979  

－

－

－

－

701,127

 合計  6,642,234  327,034  701,127

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

（関連当事者情報）

種類 会社等の名
称又は氏名 

所在
地 

資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関連当事者との
関係 取引の内容

取引金額 
(千円) 科目

期末残高
（千円）

その他

の関係

会社 

株式会社オ

ービック 

東京都

中央区 
 19,178,800

コンピュー

タのシステ

ムインテグ

レーション

事業、シス

テムサポー

ト事業 

(被所有)  

直接 36.1

当社のソフトウ

エアプロダクト

の販売 

役員の兼任  

営業取引  5,598 売掛金 295
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(2)財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

 （注）１．上記(1)及び(2）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ

ております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方法等 

市場価格を勘案して毎期価格交渉の上で決定しております。 

３．株式会社オービックは、株式会社東京証券取引所市場第一部に上場しております。  

当事業年度（自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日） 

  

関連当事者との取引  

(1)財務諸表提出会社の親会社及び主要株主等 

(2)財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

 （注）１．上記(1)及び(2）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ

ております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方法等 

市場価格を勘案して毎期価格交渉の上で決定しております。 

３．株式会社オービックは、株式会社東京証券取引所市場第一部に上場しております。  

種類 会社等の名
称又は氏名 

所在
地 

資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関連当事者との
関係 取引の内容

取引金額 
(千円) 科目

期末残高
（千円）

その他

の関係

会社の

子会社 

㈱オービッ

クオフィス

オートメー

ション 

東京都

中央区 
 320,000

ＯＡ関連機

器の販売及

び消耗品の

販売 

 －

当社のソフトウエ

アプロダクトの販

売 

役員の兼任  

営業取引  1,205,361 売掛金 545,719

種類 会社等の名
称又は氏名 

所在
地 

資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関連当事者との
関係 取引の内容

取引金額 
(千円) 科目

期末残高
（千円）

その他

の関係

会社 

株式会社オ

ービック 

東京都

中央区 
 19,178,800

コンピュー

タのシステ

ムインテグ

レーション

事業、シス

テムサポー

ト事業 

(被所有)  

直接 36.1

当社のソフトウ

エアプロダクト

の販売 

役員の兼任  

営業取引  4,626 売掛金 566

種類 会社等の名
称又は氏名 

所在
地 

資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関連当事者との
関係 取引の内容

取引金額 
(千円) 科目

期末残高
（千円）

その他

の関係

会社の

子会社 

㈱オービッ

クオフィス

オートメー

ション 

東京都

中央区 
 320,000

ＯＡ関連機

器の販売及

び消耗品の

販売 

 －

当社のソフトウエ

アプロダクトの販

売 

役員の兼任  

営業取引  1,545,802 売掛金 683,237
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（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成22年３月31日） 

当事業年度 
（平成23年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別の 

 内訳  

流動資産：   

繰延税金資産   

未払事業税否認額 千円172,707

未払費用否認 千円156,939

貸倒引当金繰入限度超過額 千円10,005

その他 千円6,842

繰延税金資産計 千円346,495

 繰延税金負債   

 プログラム準備金 千円76,950

 繰延税金負債計 千円76,950

 繰延税金資産の純額 千円269,545

固定資産：   

繰延税金資産   

会員権評価損否認額 千円35,076

退職給付引当金繰入超過額 千円262,441

投資有価証券評価損否認 千円1,057,428

関係会社整理損否認 千円－

その他 千円834,484

繰延税金資産計 千円2,189,431

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 千円1,632,135

プログラム準備金 千円－

繰延税金負債計 千円1,632,135

繰延税金資産の純額 千円557,295

１．繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別の 

 内訳  

流動資産：   

繰延税金資産   

未払事業税否認額 千円183,308

未払費用否認 千円162,836

貸倒引当金繰入限度超過額 千円15,118

その他 千円6,968

繰延税金資産計 千円368,231

 繰延税金負債   

 プログラム準備金 千円－

 繰延税金負債計 千円－

 繰延税金資産の純額 千円368,231

固定資産：   

繰延税金資産   

会員権評価損否認額 千円36,210

退職給付引当金繰入超過額 千円283,280

投資有価証券評価損否認 千円1,467,256

関係会社整理損否認 千円229,230

その他 千円839,505

繰延税金資産計 千円2,855,483

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 千円1,786,951

プログラム準備金 千円－

繰延税金負債計 千円1,786,951

繰延税金資産の純額 千円1,068,531

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率 

  との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率 

  との差異の原因となった主な項目別の内訳 

同左 

（退職給付関係）

項目 
前事業年度 

（平成22年3月31日） 
当事業年度 

（平成23年3月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 当社は、退職一時金制度を採用

しております。 

同左 

２．退職給付債務に関する事項     

退職給付債務（千円） 

退職給付引当金（千円） 

 △648,004

 △648,004

 △699,458

 △699,458

３．退職給付費用に関する事項     

(1）勤務費用（千円） 

(2）利息費用（千円） 

(3）数理計算上の差異の費用処理額（千円）

退職給付費用（千円） 

 80,643

 12,030

 △16,552

 76,120

 83,361

 12,960

 △24,069

 72,252

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項     

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(2) 割引率（％）  2.0  2.0

(3）数理計算上の差異の処理年数  １年（発生時に一括処理）  １年（発生時に一括処理） 
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前事業年度（自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。   

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度（平成22年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ

ンの数については、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

（ストック・オプション等関係）

  
平成16年 

ストック・オプション
平成17年 

ストック・オプション

付与対象者の区分及び 

人数 

取締役４名 

及び従業員356名 

取締役４名 

及び従業員272名 

株式の種類別のストッ

ク・オプション数（注） 
普通株式 47,200株 普通株式 35,850株 

付与日 平成16年７月30日 平成17年７月29日 

権利確定条件 

新株予約権の行使時に

おいて、当社又は当社

子会社の取締役、監査

役又は従業員であるこ

とを要する。  

同左 

対象勤務期間 
自 平成16年７月30日 

至 平成18年６月24日 

自 平成17年７月29日 

至 平成19年６月24日 

権利行使期間 
自 平成18年６月25日 

至 平成21年６月24日 

自 平成19年６月25日 

至 平成22年６月24日 

  
平成16年 

ストック・オプション
平成17年 

ストック・オプション

権利確定前   （株）     

前事業年度末  －  －

付与  －  －

失効  －  －

権利確定  －  －

未確定残  －  －

権利確定後   （株）     

前事業年度末  35,600  30,300

権利確定  －  －

権利行使  －  －

失効  35,600  1,350

未行使残  －  28,950

  
平成16年 

ストック・オプション
平成17年 

ストック・オプション

権利行使価格  （円）  7,216  5,100

行使時平均株価 （円）  －  －

公正な評価単価 

（付与日）   （円） 
 －  －
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当事業年度（自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。   

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度（平成23年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ

ンの数については、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

  
平成17年 

ストック・オプション

付与対象者の区分及び 

人数 

取締役４名 

及び従業員272名 

株式の種類別のストッ

ク・オプション数（注） 
普通株式 35,850株 

付与日 平成17年７月29日 

権利確定条件 

新株予約権の行使時に

おいて、当社又は当社

子会社の取締役、監査

役又は従業員であるこ

とを要する。 

対象勤務期間 
自 平成17年７月29日 

至 平成19年６月24日 

権利行使期間 
自 平成19年６月25日 

至 平成22年６月24日 

  
平成17年 

ストック・オプション

権利確定前   （株）   

前事業年度末  －

付与  －

失効  －

権利確定  －

未確定残  －

権利確定後   （株）   

前事業年度末  28,950

権利確定  －

権利行使  －

失効  28,950

未行使残  －

  
平成17年 

ストック・オプション

権利行使価格  （円）  5,100

行使時平均株価 （円）  －

公正な評価単価 

（付与日）   （円） 
 －
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   該当事項はありません。 

当事業年度（平成23年３月31日） 

 １．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

  （1）当該資産除去債務の概要 

     本社及び支店等の不動産賃貸借契約書に伴う原状回復義務等であります。 

  （2）当該資産除去債務の金額の算定方法 

     使用見込期間を取得から５～15年と見積もり、割引率は1.28％を使用して資産除去債務の金額を計算

しております。 

  （3）当事業年度における当該資産除去債務の総額増減 

       期首残高（注）            83,510千円 

      有形固定資産の取得に伴う増加額      －千円 

      時の経過による調整額          1,068千円 

      資産除去債務の履行による減少額      －千円 

      その他増減額（△は減少）          －千円 

      期末残高                84,579千円 

    

   （注）当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31

日）を適用したことによる期首時点における残高であります。 

前事業年度（自 平成21年４月1日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

 当事業年度より「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20条 （企業会計基準第

20号 平成20年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針23号 平成20年11月28日）を適用しております。  

  

当事業年度（自 平成22年４月1日 至 平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 当社は、ビジネスソリューションテクノロジーの開発メーカーとして、販売パートナーやＩＴ（情報技術）

を通じて「プロダクト」（パッケージソフトウェア）を顧客に販売し、保守・導入指導等の「サービス」の提

供を行っております。パッケージソフトウェアは、主に企業ユーザーの基幹業務用ビジネスソフトウェアであ

り、会計制度の変更、税制改正等に伴い、改正変更に対応した最新プログラムを企業ユーザーへ提供するとい

ったシステムとサービス（保守・導入指導）が一体となったトータルショリューションであります。 

 これらの事業活動は「プロダクト」の開発・販売と、保守・導入指導等の「サービス」の提供が一体となっ

て始めて顧客のもとで機能するものであり、研究開発活動、営業活動ともに両者は密接不可分なものとなって

おります。 

 従いまして、当社はパッケージソフトウェア事業の単一セグメントとし、品目別に「プロダクト」（ソリュ

ーションテクノロジー・関連製品）と「サービス」で区分し、販売実績のみを開示することに決定しておりま

す。 

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報
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当事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

  

     ２．地域ごとの情報 

 当事業年度において本邦以外の国又は地域に所在する重要な子会社、在外支店がないため該当事項はあ

りません。また当事業年度においては海外売上高はありません。 

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客がないため該当事項はありませ

ん。  

当事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。   

当事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

 当事業年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び

「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用

しております。  

ｂ．関連情報

品目 
当事業年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

前年同期比（％） 

プロダクト     

ソリューション 

テクノロジー（千円） 
 6,278,217  129.4

関連製品（千円）  3,433,338  98.6

小計（千円）  9,711,556  116.5

サービス（千円）  7,498,759  101.2

合計（千円）  17,210,316  109.3

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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（注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。  

当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。  

該当事項はありません。  

  

（１株当たり情報）

項目 
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額              円 銭 3,341 36              円 銭 3,528 29

１株当たり当期純利益金額             円 銭 230 54             円 銭 254 87

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。  

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。  

  
前事業年度 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円）  4,343,175  4,801,301

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  4,343,175  4,801,301

期中平均株式数（株）  18,839,067  18,838,549

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（千株）  －  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新株予約権の

数 個）      579

───── 

（重要な後発事象）

５．その他
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